




様式第１号 

  年度埼玉県難病患者等訓練事業費補助金交付申請書 

 

                               第     号 

  年  月  日 

 

 （宛先） 

 埼玉県知事          

 

                  所 在 地      

                  団 体 名      

                  代表者氏名               

 

 

 下記により、    年度埼玉県難病患者等訓練事業費補助金の交付を受けたい

ので、補助金等の交付手続等に関する規則第４条の規定により関係書類を添えて申

請します。 

 

記 

 

１ 交付申請額   金         円 

２     年度埼玉県難病患者等訓練事業費補助金所要額調書（別紙１） 

３     年度埼玉県難病患者等訓練事業計画書（別紙２） 

４ 添付書類  

 (1)     年度歳入歳出予算書（見込み）抄本 

 (2)     年度事業計画書 

 

 

 

 

 

 

 



別紙１ 

年度埼玉県難病患者等訓練事業費補助金所要額調書 

 

 

     支 出 予 定 額                   

                              

 

 

      備 考      

 

       

 

 

 科 目       

 

 

  金 額        

 

 

   積 算         

 

    

 

   計    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙２ 

  年度埼玉県難病患者等訓練事業計画書 

 

   事   業   名  実施期間      事  業  内  容 

   

 



様式第２号      

  年度埼玉県難病患者等訓練事業費補助金交付決定通知書 

 

                               第      号 

  年  月  日 

 

            様 

 

                     埼玉県知事 

 

 

      年  月  日付け  第   号で申請のあった    年度埼玉県

難病患者等訓練事業費補助金について、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和

40 年埼玉県規則第 15 号）第５条第１項により下記のとおり交付する。 

 

記 

 

１ 交付金額   金          円 

２ 支払方法   精算払い 

３ 条件 

 (1) 事業を中止又は廃止する場合には知事の承認を得なければならない。 

(2)  補助金と事業に係る収入及び支出については証拠書類を整理し、かつ事業

完了後５年間保管しておかなければならない。 

(3) (1)～(2)までに掲げる条件に違反した場合、補助金の全部又は一部を取り

消すことがある。 

 

 

 

 

 



様式第３号 

    年度埼玉県難病患者等訓練事業費補助金事業実績報告書 

 

                               第     号 

  年  月  日 

 （宛先） 

 埼玉県知事         

 

 

                  所 在 地      

                  団 体 名      

                  代表者氏名              

 

 

    年  月  日付け   第   号で補助金交付決定を受けた   

 年度埼玉県難病患者等訓練事業が完了したので、補助金等の交付手続等に関する

規則第 13 条の規定により、関係書類を添え、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助金の交付決定額   金       円   

２ 補助事業の実施期間       年  月  日から 

                  年  月  日まで 

３     年度埼玉県難病患者等訓練事業費補助金精算書（別紙１のとおり） 

４     年度埼玉県難病患者等訓練事業報告書（別紙２のとおり） 

５     年度歳入歳出決算（見込み）書抄本 



別紙１ 

  年度埼玉県難病患者等訓練事業費補助金精算書 

 

 

     支 出 済 額                   

                              

 

 

備 考      

 

       

 

 

 科 目       

 

 

  金 額        

 

 

   積 算         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   計    

 

 

        円 

 

 

          円 

 

 

 

 

 



別紙２ 

 

 年度難病患者等訓練事業報告書 

 

１ 相談事業 

 (1) 相談件数                                    （単位 件） 

  

  

  

  

 相 談 内 容  ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月  計 

 教 育 相 談              

 そ  の  他              

    計              

(2) 処理状況 

 

  

         

相 談 事 項 

         

 解 決   未解決   ※特記事項（未解決事項の概要等） 

 

 

 

    件 

 

    件 

 

２ 作業指導訓練事業出席者数                              （単位 人） 

  

  

  

  

  

 訓 練 内 容  ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月  計 

 はり絵指導訓練              

 造 形 指 導 訓 練                     

 七宝焼指導訓練              

    計                

 



様式第４号 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

 当事業者は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、補助事業の実施

期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約しま

す。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益

を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。  

 

記 

 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（埼玉県暴力団排除

条例（平成 23 年埼玉県条例第 39 号）第２条第１号に規定する暴力団をい

う。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、

法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質

的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同条例第２条第２号

に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。  

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三

者に損害を加える目的を持って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている

とき。  

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を

供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは

関与しているとき。  

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に

非難されるべき関係を有しているとき。 

 

 

 

   所 在 地：                                            

 

      事 業 者 名：                                            

 

      代表者職・氏名：                                          


